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２０１９年度（令和元年度）司法試験に関し厳正な合否判定を求める会長声明 

 

１ 本年６月６日に発表された司法試験短答式試験の結果によると，今年の司

法試験受験者数は４４６６人，短答式試験合格者は３２８７人であった。 

  司法試験受験者数は平成２８年度６８９９人，平成２９年度５９６７人，

昨年度５２３８人と年々減少し，本年度は前年度比約１５パーセント減少，

平成２８年度からは約３５パーセントも減少した。短答式試験合格者数も，

平成２８年度４６２１人，平成２９年度３９３７人，昨年度３６６９人とや

はり年々減少しており，本年度は前年度比約１１パーセント減少，平成２８

年度からは約２９％減少となっている。 

  しかし，最終合格者数は，平成２８年度１５８３人，平成２９年度１５４

３人，昨年度１５２５人とほとんど減少することなく１５００人台を維持し

ており，本年度の最終合格者数も１５００人程度とされる虞がある。 

２ ２０１５年（平成２７年）６月３０日，法曹養成制度改革推進会議は，

「法曹人口の在り方について（検討結果取りまとめ）」において，司法試験

最終合格者数を年間１５００人程度は輩出すべきとする方針を決定した。 

  司法試験受験者数・短答式試験合格者数が年々減少しているにもかかわら

ず，最終合格者数１５００人台を維持しているのは，上記方針の影響が大き

いためと思われる。 

３ しかし，「司法試験は，裁判官，検察官又は弁護士となろうとする者に必

要な学識及びその応用能力を有するかどうかを判定することを目的とする国

家試験」（司法試験法１条）である。上記判定を行う司法試験委員会は，司

法試験受験者に法曹として必要な学識及びその応用能力があるか否かを厳正

に行わなければならない。 

  上記「法曹人口の在り方について（検討結果取りまとめ）」でも，「新た

に養成し，輩出される法曹の規模に関するこの取りまとめは，法曹養成制度

が法曹の質を確保しつつ多くの法曹を養成することを目的としていることに

鑑み，輩出される法曹の質の確保を考慮せずに達成されるべきものでないこ

とに留意する必要がある。」とし，最終合格者数１５００人維持を至上命題
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とすべきでないことに敢えて言及している。 

４ 本年度の受験者数が平成２８年度との比較で３５パーセントも減少してい

るのであるから，本年度も合格者１５００人台を維持した場合，少なくとも

ボーダーライン付近の受験者の実力は，平成２８年度と比べて低下すると考

えるのが自然である。 

５ 当会は，２０１１年（平成２３年）２月１０日の定時総会において，司法

試験合格者数激増によって生じた様々な歪みと弊害を是正すべく「司法試験

合格者を１０００人以下に減員すること等を求める決議」をした。その後，

毎年の最終合格者数の発表を受けて，１０００人以下に減員するよう求める

会長声明を発してきた。 

仮に平成２８年度の対受験者合格率と同程度として決定した場合，本年度

の最終合格者は１０２５人となるが，僅か４年前の合格水準を大幅に切り下

げて１５００人台を維持することは前記質の確保の要請に反し，司法試験法

の趣旨に反するものと言わざるを得ない。 

６ 当会は，司法試験委員会が法曹の質を確保するために厳正な合否判定を行

うことを強く求める。 

以 上 

  ２０１９年（令和元年度）８月８日 

千葉県弁護士会 

                        会長 小見山 大 

 


